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エネルギー消費統計調査

「埼玉県排出量取引制度が事業所エネルギー消費及び経済パフォーマンスに対する影響研究」

本研究は埼玉県 ETS が第 1 削減期間（2011 年から 2014 年）と第 2 削減期間（2015 年
から 2018 年）の最初の 4 年間に対象事業所のエネルギー消費と経済活動に対する政策影
響を分析した。電力、都市ガス、重油というエネルギー源と経済活動を評価する従業者数
を注目して、以下の結果が得られた。第 1 に、政策開始後に対象事業所の都市ガスと重油
消費量が減少した一方、電力消費量に変化が見られなかった。第 2 に、第１削減期間と第
2 削減期間における埼玉県 ETS の対象事業所と非対象事業所の間でエネルギー消費削減
量に統計的に有意な差はなかったが、従業員数の推定結果から埼玉県 ETS が経済活動に
マイナスの影響を与えなかったことがわかった。
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